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小児外来診療において、年間外来受診延べ患者数（2

週健診、１ヶ月健診、予防接種を含む）は7,453人（輪番救

急外来受診患者を除く）、月平均621人で、コロナ禍前年

2019年度11,299人、月平均942人に比べ66％減少までの

回復で、コロナ禍終了後2年目の2024年度8,745人、月平

均729人に比べても85%と減少しており、コロナ禍3年間に周

辺小児人口減少が加速度的に進んでいる影響が考えられ

た。 

小児救急診療において、当科人員減少を考慮しコロナ

禍中の2022年度より泉州南部小児救急輪番担当回数を月

2回から月1回としたため、2022年度受診者総数は166人と

大幅に減少した。2025年度は172人と、2019年度506人、

2021年度242人、2024年度191人から、担当回数1回当りの

受診者数は、2019年度比で32％減少、2021年度比で29%

減少、2024年度比で3%減少となった（表１）。 

小児入院診療については、一般小児入院患者数は延べ

102人、コロナ禍前年2019年度270人に対して62％減少、コ

ロナ禍終了後1年目の2023年度115人に対して11%減少、2

年目の2024年度124人に対して18%減少と同様に減少傾向

が持続している。担当回数月1回となった小児救急輪番経

由入院児数は10人/12回で、担当回数1回当りにすると、

2019年度45人/24回に対して56％減少、2024年度15人/12

回に対しては33%減少した。小児救急輪番経由入院児数が

延べ入院患者数に占める割合は9.8％(10人/102人)で、

2019年度15.0％、2021年度0.8％、2023年度7.0％、2024年

度12.1%とコロナ禍前後で15％から10%前後に減少している。 

＜＜今今年年度度のの成成果果とと来来年年度度へへのの抱抱負負＞＞  

小児外来入院診療及び救急診療において、コロナ禍に

大きく影響された2020年度、2021年度から、コロナ禍前の

実績に回復する兆しが見えつつあった2023年度、2024年

度を経て、2025年度の外来入院診療実績は、一転して再

び減少する結果となった。コロナ禍前後を通して外来及び

入院患者数は2024年度と比べ15〜20%減少した。コロナ禍

終息に伴い、保育及び学校環境の復帰、感染予防策緩和、

受診控えの減少などにより種々の感染症罹患率がコロナ禍

前にほぼ復帰した一方で、出生数減少を背景にした地域

小児人口減少や定期接種の漸次拡大が要因の一つと思

われる。しかしながら、今後数年はコロナ禍中に種々の感

染症を経験しなかった感受性乳幼児が新たな暴露機会に

晒されるなど（年長児のロタウイルス感染罹患増加、学童の

百日咳罹患増加など）、一般小児診療の中心は従前の急

性感染症診療であることには大きく変わらないと思われる。

当科においては外来診療及び救急診療対応を出来るだけ

充足し、地域開業小児科とも密接に連携しながら、地域の

流行状況に応じて、急性感染性疾患の外来入院診療受入

れを充実させていく所存である。 

来年度以降の課題として、常勤医師・専攻医確保による

マンパワー充足であるが、当院で専攻医研修を修了、専門

医資格を取得、更にsubspecialityを深めた人材に再就職を

呼びかけるのが解決策であるが、十分に達成されていると

は言い難い状況である。近年、基幹病院の一つである大阪

大学小児科専攻医研修プログラム希望者が大幅に増加し

ており、泉州南部圏域において当科の診療規模拡大を図

るために数年以内での漸次増員をご提案頂いている。 

人員充足が満たされるまでは、臨床アクティビティ維持、

学会・研究会・論文等で積極的な業績発信、大阪大学及

び大阪公立大小児科専攻医研修プログラムの補完施設と

して新生児医療と一般小児診療をバランスよく研修できる

施設として後進の指導に励むことである。
 

表１ 夜間休日小児救急輪番受診児数（2025年度） 
 2次救急（17～23時） 1次救急（23時以降） 計 

受診児数 45 127 172 

救急車搬送 38 15 53 

紹介児数 6 0 6 

入院児数 6（13.3％） 4（3.1％） 10（5.8％） 

 

表２ 入院児主診断名 
0011  感感染染症症及及びび寄寄生生虫虫症症  1188    ヒトメタニューモウイルス肺炎 6  1133  筋筋骨骨格格系系及及びび結結合合組組織織のの疾疾患患  1111  

ＲＳウイルス感染症 7  気管支肺炎 5  川崎病 2 

ウイルス感染症 1  急性気管支炎 3  不全型川崎病 9 

ヒトメタニューモウイルス感染症 1  急性上気道炎 4  1144  腎腎尿尿路路生生殖殖器器系系のの疾疾患患  66  

細菌感染症 2  細菌性肺炎 1  急性腎盂腎炎 1 

ロタウイルス性腸炎 1  小児肺炎 3  尿路感染症 4 

感染性胃腸炎 2  小児喘息性気管支炎 1  左急性腎盂腎炎 1 

Ｂ群溶連菌感染症 1  喘息性気管支炎 4  1166  周周産産期期にに発発生生ししたた病病態態  88  

急性胃腸炎 2  喘息性気管支肺炎 1  新生児感染症 1 

ノロウイルス性胃腸炎 1  乳児肺炎 2  赤血球増加症による新生児黄疸 6 

0033  血血液液及及びび造造血血器器のの疾疾患患並並びびにに免免疫疫機機構構のの障障害害  22    小児喘息 1  哺乳不全 1 

急性化膿性リンパ節炎 2  慢性気管支炎 1  1188  症症状状等等でで他他にに分分類類さされれなないいもものの  11  

0044  内内分分泌泌、、栄栄養養及及びび代代謝謝疾疾患患  33    気管支喘息発作 2  熱性痙攣 1 

成長ホルモン分泌不全性低身長症の疑い 2  小児急性副鼻腔炎 1  1199  損損傷傷、、中中毒毒及及びびそそのの他他のの外外因因のの影影響響  33  

低身長症 1  急性咽頭扁桃炎 1  食物によるアナフィラキシー 1 

0066  神神経経系系のの疾疾患患  22    ＭＲＳＡ肺炎 1  急性薬物中毒 1 

交感神経緊張亢進急性増悪 1  インフルエンザ 1  食物アレルギー 1 

急性細菌性髄膜炎 1  ヒトメタニューモウイルス細気管支炎 1  総総計計  110022  

1100  呼呼吸吸器器系系のの疾疾患患  4466    1122  皮皮膚膚及及びび皮皮下下組組織織のの疾疾患患  22      

ＲＳウイルス細気管支炎 5  膿痂疹 1    

ＲＳウイルス肺炎 2  顔面蜂巣炎 1    
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診診療療局局：：＜＜外外科科＞＞消消化化器器外外科科・・小小児児外外科科  

＜＜ススタタッッフフ紹紹介介＞＞  
役 職 スタッフ名 

副病院長兼診療支援局長 

兼消化器外科主任部長 

兼がん治療センター長 

兼がん相談支援センター長 

種村 匡弘 

部長（下部消化管担当） 三宅 正和 
部長（肝胆膵担当） 大村 仁昭 
医長（肝胆膵担当） 小川 久貴 

医長（上部消化管担当） 東 重慶 
医長兼栄養管理センター長 

（上部消化管担当） 
古川 陽菜 

医長（下部消化管担当） 吉村 大士 
副医長（下部消化管担当） 瀧口 暢生 

非常勤医員（消化器外科、阪大

外科専門医プログラム） 
信藤 麻友 

非常勤医員（消化器外科、阪大

外科専門医プログラム） 
柳 尚吾 (9 月退職) 

非常勤医員 安東 駿(5月退職) 

非常勤医員（小児外科） 

（滋慶医大教授） 
飯干 泰彦 

＜＜特特色色とと概概要要＞＞  

当センター外科は消化器外科（上部消化管、下部消化

管、肝胆膵）、小児外科の4つの専門診療科で構成されて

いる。消化器外科は2019年4月に種村（現 副病院長・診療

支援局長・消化器外科主任部長）が外科統括部長として大

阪警察病院 肝胆膵外科より赴任し、外科全体の管理・運

営を行っている。2023年4月に三宅が下部消化管担当部長

に昇格した。2024年4月には大村が肝胆膵担当部長として

着任し、2025年4月に肝胆膵領域担当医長として小川が、

さらに下部消化管担当医長として吉村が着任した。消化器

外科全体として部長3名、消化器外科スタッフ5名、レジデ

ント1名で診療している。 

2025年度の消化器外科手術件数は下表に示すように

658例（乳腺外科症例を除く）であった。2020年年始から始

まったコロナ禍により手術件数は減少したが、2023年度に

は手術件数は概ね回復し、大腸癌手術症例数は増加した。

2023年12月より手術支援ロボットda Vinci Xi surgical system
を導入し、直腸癌に対する直腸切除術、胃癌に対する胃

切除術をロボット支援下で安全に実施できている。消化器

外科での2025年のロボット支援下手術症例数は合計で68

例に到達している（泌尿器科では前立腺全摘を約60例以 

上実施した）。2026年度はロボット支援下結腸切除、膵切

除を開始する予定である。また急性期医療に対しても消化

器外科、消化器内科と救命診療科との連携を強化し、緊急

手術が必要な急性腹症、高度腹部外傷の患者受け入れも

積極的に進めている。2022年から地域の開業医からの急

性腹症の受け入れを促進すべく『腹腹痛痛ホホッットトラライインン』を新設

した。このホットラインでは消化器外科医が直接電話対応し、

紹介患者の入院・手術の必要性を即座に判断し対応する

システムであり、地域の医療施設とのさらなる連携強化を図

っている。 

 上上部部消消化化管管：：東（医長）、古川（医長） 

上部チームとして、2025年度の胃癌手術は64例、食道

癌手術は7例実施した。当センターでは腹腔鏡下手術によ

る低侵襲手術に注力しており、2025年度の腹腔鏡またはロ

ボット支援下による胃癌手術の割合は100％（食道癌は7例

全例胸・腹腔鏡手術で実施）となり開腹症例はなかった。当

科の現状としては幽門側胃切除術、胃部分切除術にとどま

らず胃全摘術、噴門側胃切除術においても腹腔鏡下また

はロボット手術を導入し安全に実施している。また進行胃癌

においても積極的に腹腔鏡下またはロボット手術を行って

いる。さらに食道・胃接合部癌に対しても胸腔鏡・腹腔鏡を

用いた低侵襲手術を実施し、術後成績の向上に努めてい

る。2024年度より周術期口腔ケアの充実を進め2025年では

食道がん術後の肺炎の併発はなかった。2024年1月より胃

癌に対しda Vinci Xi surgical systemを用いたロボット支援下

胃切除術を開始した。今後は食道癌に対してもロボット手

術の適応を拡大していく予定である。 

臨床研究においてはOGSG、JACCRO、大阪大学消化

器外科上部疾患グループの多施設共同研究に積極的に

参加しエビデンスの構築に取り組んでいる。胃癌、食道癌

において従来の化学療法に加え、免疫チェックポイント阻

害薬、分子標的薬を併用した治療を積極的に行っている。

またがん化学療法は常に進歩しており腫瘍制御率は有意

に向上している。審査腹腔鏡などを行い診断時には残念な

がら切除不能と判断された進行癌に対しても、conversion  

surgery（（化化学学療療法法後後のの根根治治切切除除））を念頭に置きながらがん

治療を行い、再評価にて根治切除可能と判定された場合

は適切なタイミングで手術介入を行い““ああききららめめなないい””治治療療

を実践している。 

 下下部部消消化化管管：：三宅（部長）、吉村（医長）、瀧口（副医長）  

2025年度の大腸癌（結腸癌＋直腸癌）手術件数は145例

であった。134例、92.4％の症例でラパロ下またはロボット支

援下手術を含む低侵襲手術で根治切除できた。肛門に近

く、比較的小さな癌に対しては経肛門的に直腸内を二酸化

炭素で広げ、カメラ画像を見ながら鉗子で直腸腫瘍を切除

する内視鏡下手術（経肛門式内視鏡下手術：Transanal 
minimally invasive surgery; TAMIS）を実施している。さら

に当科では直腸癌に対し経肛門的直腸間膜全切除術
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(Transanal Total Mesorectal Excision; TaTME)も可能であ

る。腹腔側および経肛門的アプローチを同時に行うことで

腹腔側アプローチだけでは剥離操作が困難な骨盤深部の

操作をより適切な剥離層で行い、安全で、癌根治性の高い

直腸癌手術を提供している。2023年12月25日には1例目の

da Vinci Xi surgical systemを用いたロボット支援下直腸切

除を実施して以来、2025年は36例のロボット支援下直腸切

除術を実施した。今後は結腸がんについてもロボット支援

下結腸切除術を実施していく方針である。 

 肝肝胆胆膵膵：：種村（副病院長）、大村（部長）、小川（医長） 

肝胆膵領域癌、胆石の外科診療を行っている。2025年

は30例の肝胆膵領域悪性腫瘍に対する切除術を実施した。

現在、膵癌、肝癌など肝胆膵領域癌に対しても積極的に腹

腔鏡下肝切除術や腹腔鏡下膵切除術を施行している。

2025年度中にロボット支援下膵切除の施設基準を満たし、

2026年度からはロボット支援下膵切除術を開始する。また

臨床研究においては、KHBOをはじめ大阪大学消化器外

科 肝胆膵疾患グループの多施設共同研究に積極的に症

例登録しエビデンスに基づく集学的医療確立に取り組んで

いる。さらに、当院消化器外科が中心となり膵癌症例にお

いて予後・治療効果予測に有効なバイオマーカーとなり得

るリキッドバイオプシーとして、生きた血中の微小循環癌細

胞：Circulating Tumor Cells (CTCs)および腹腔内洗浄液

の浮遊癌細胞:Peritoneal Tumor cells (PTCs)の検出・解

析を行っている。現在、癌細胞を自動検出できるAI駆動画

像解析装置開発を進めており、『オンリーワン研究』の臨床

応用に向け努力していく。 

 教教育育・・若若手手育育成成ににつついいてて  

当科では現在、外科専門医プログラム専攻医として2名

のレジデント（消化器外科、呼吸器外科で各1名）を受け入

れている。さらに1～2名の初期研修医が外科にローテーシ

ョン研修している。単に手術を見学するだけでなく、できる

だけ多くの症例への手術参加、執刀を積極的に指導してい

る。さらに専攻医、初期研修医が筆頭での学会発表、論文

作成も指導し、臨床研修・学術指導を含めた文武両道によ

る若手医師育成をモットーにしている。 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

＜＜手手術術実実績績＞＞  

2025年度では消化器外科手術症例数は増加した。2026

年度も安安全全第第一一のの手手術術実実施施をを大大前前提提とし、腹腔鏡下手術

またはロボット支援下手術による低侵襲手術を主軸とした

消化器外科医療を進めていく。 

＜＜今今年年度度のの成成果果とと来来年年度度へへのの抱抱負負＞＞  

地域の医療施設から多くの患者を御紹介いただき感謝

いたします。2026年度の消化器外科は腹腔鏡下手術実施

率を高く維持し、さらにロボット支援下手術を含めた質の高

い低侵襲手術を推進していきたいと考えている。 

単に手術数の増加だけでなく、院内の多職種医療スタッ

フとの連携を活用した『質質のの高高いいチチーームム医医療療』を体現し、患

者に満足度の高い医療を提供し、『真真にに求求めめらられれるる病病院院』

を目指していきたいと考えている。学術活動については外

科学会、消化器外科学会、内視鏡外科学会、臨床外科学

会、各疾患領域サブスペシャリティー学会などを基軸に活

発に発表を行うと共に、論文化も積極的に進め、りんくうオ

リジナルの新しい知見を発信していく所存である。 
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